
様式第 2号

事業計画書 (提案の概要)

募集施設の名称
西浅井地区診療所 (に しあざい診療所、塩津出張診療所、菅浦出張

診療所)

1 管理運営についての基本方針等 【審査基準 :条例第 4条第 1号、第 2号及び第 5号】

2 組織体制・職員配置等 【審査基準 :条例第 4条第 4号】

申
請
者

所在地 滋賀県長浜市西浅井町大浦 2590番地

団体名 西浅井地区診療所

代表者氏名 施設長 上田 祐樹
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(1)施設の管理運営に

ついての基本方針

これまでの 5年間の運営で培つた実績と信頼をもとに住民に皆
様に信頼される診療所を目指 します。

住民の皆様が住み慣れた地域で最期まで暮らし続けられるよう、

訪間診療・訪間看護・訪問リハビリをこれまで以上に積極的に推

進してまいります。

(2)指定管理者を希望

する理由・目的

西浅井地域は当協会の目的に合致する地域であり希望しました。

西浅井地区診療所のような機能集約 し拠点化する形を今後の地

域診療所存続問題の有効な選択肢として広めていきたい。

(3)地域医療推進事業

についての実施計画

将来的な医師確保のため、若手医師の育成環境を整備 します。
へき地対策として在宅療養診療所の取り組みを推進 していきま

す。

(1)従事する職員の確保策 医師や看護師、事務職員については現在勤務する職員に引き続き勤

務いただきます。

(2)管理運営の組織体制 事業計画書のとおり

(3)管理運営に係る職員配

置及び今後の採用計画

事業計画書のとおり

(4)人材育成の考え方

や職員の研修計画等

専門性が高く良質の人材育成を行います。



(1)地域住民が受診 し

やすくなるための具

体的な取組 (施設の

特色を活かした自主

事業の展開を含

む。)及び達成目標

総合医を配置 し、外来診療、在宅医療、訪問看護、訪問リハビリ

の提供をします。

拠点化により、医師複数体制が実現できたことで、より多くの患

者さんが受診できるよう体制を整えます。

住民の皆様が集まる地域懇談会等に積極的に参加し、ご意見を伺

います。

地域へ出向き、健康教室を開催し、疾病予防や健康体操等の啓発

を行います。

(2)地域・関係機関 ,

ボランティア等との

連携についての考え

方や方策

地域からの要請に基づき、健康教室や高齢者サロンなどに職員を

派遣 し、地域の皆様の健康増進、介護予防に努めます。

関係機関・事業所と関係者会議を開催し、顔の見える関係構築に

努めます。

(3)施設や医療に関す

る情報提供など、広

報活動についての取

組

ホームページの開設や診療所だよりの発行をし、情報提供をおこ

ないます。

3 かかりやすさ・利便性等 【審査基準 :条例第 4条第 1号、第 2号及び第 5号】

4 医療の質の向上等 【審査基準 :条例第 4条第 1号、第 2号及び第 5号】

5 施設の管理運営等 【審査基準 :条例第4条第 3号及び第 4号】

(1)利用者の個人情報

を保護するための取

組

協会のコンプライアンスマニュアルを重視し、職員への周知徹底

を図ります。

(1)利用患者等からの

意見の把握方法

院内に意見箱の設置をします。

(2)利用患者等からの

苦情等に対する対応

重要な苦情があつた場合は、院内で苦情・トラブル委員会を開催

し、原因の究明と対策を明確にし、再発防止に努めます。

協会の地域医療安全推進センターと協力し、トラブル対応の研修

を行いトラブル防止に努めます。

(3)その他医療の質を

維持・向上するため

の取組

協会主催の研修会や学会の参加、各種団体の研修に参加し、資質

向上に努めます。

(1)施設の管理運営に

おける経費節減のた

めの取組

協会施設等と共同購入を行い、スケールメリットを活かし購入単

価の節減に努めます。

経済的メリット、運営効率が見込める業務は、施設全体で行い、

経費節減に努めます。

(2)維持管理業務 (清

掃・保守点検・警備

等)の 内容、方法、

頻度等

施設の維持管理については、専門業者と契約の上時適切な管理を

行います。

6 その他 【審査基準 :条例第 4条第 4号】



(2)施設の管理運営に

おける環境に配慮 し

た取組

長浜市環境基本計画に沿って、環境負荷の低減対策に取り組みま

す。

(3)医療安全管理、医

療事故や院内感染発

生時の対応及び対策

協会が運営する「地域医療安全推進センター」また当診療所が整

備するマニュアルにより対応します。

(4)防災、防犯その他

緊急時 (災害・事故

等)の対応及び危機

管理体制

緊急連絡網およびマニュアルを整備し、常に緊急時の対応に備え

ます。

(4)同様・類似の業務

の実績等

感染対策委員会、事故防委員会等の設置をします。

フ 自由提案 【審査基準 :条例第 4条第 2号及び第 5号】

※提案の概要は、次頁からの事業計画書に基づきA4版片面 4枚以内で作成 してください。
※審査基準にて示す条例は、「長浜市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」のことです。

その他施設の管理運営

業務を効果的 ,効率的

に推進 していくために

提案したいこと、貴団

体の独自性やアピール

したいこと

・長浜市からの受託事業は、積極的に協力いたします。
・患者さんのニーズに沿つた質の高い医療を提供します。



事業計画書

1 管理運営についての基本方針等 【審査基準 :条例第 4条第 1号、第 2号及び第 5号】

(1)施設の管理運営についての基本方針を提示してください。

西浅井地区診療所は西浅井地域にとってなくてはならない存在と考えております。

これまでの 5年間の運営で培つた実績と信頼、そして昨年行われた拠点化によって次

期 10年 も住民の皆様に信頼される診療所を目指します。

これまでの 5年間同様、当協会が持つ施設運営のノウハウを活かし、今後の医療・

介護の方向性に関する情報収集とその活用及び医師を始めとしたスタッフの活用を

効率よく行います。

これにより、患者様に対してきめ細かい対応及び十分な説明・理解を基本として以

下のことに努めます。

☆当協会全体のネットワーク、滋賀・岐阜エリア内でのネットワークを活用し、地

域医療体制の構築・維持に努めます。

☆指定期間 10年間における課題と目標

① 地域の高齢化が進み、人口も減つていく中、住民の皆様が住みI隠れた地域

で最期まで暮らし続けられるよう、訪問診療、訪問看護、訪問リハビリを

これまで以上に積極的に推進 してまいります。

② 地域懇談会などの地域の皆様が集まる場に積極的に参加し、地域のニーズ

を的確に把握し、それに出来る限り応えます。

③ 診療上での対応のほか必要に応 じ、地域全体の健康意識向上を目的として

健康教室への参画を積極的に行います。

④ 指定期間は 10年間となっていますが、当協会としては、地域医療の継続、

医師以外も合めた職員に対する継続的な研修の実施の観点から、10年後以

降も継続することを前提とします。

(2)指定管理者を希望する理由・目的を提示 してください。

当協会は「へき地を中心とした地域保健医療の調査研究及び地域医学知識の啓蒙と普

及を行うとともに、地域保健医療の確保と質の向上等住民福祉の増進を図り、もって、

地域の振興に寄与すること」を目的としています。

当地域は、へき地医療の体験をもとに、へき地医療の諸問題を解決し、限られた資源

の中で、へき地医療の確保と質の向上を目指すことのできる場所と考えており、次期 10

年間についても指定管理者を希望いたしました。

西浅井地区診療所は、全国的にも人口が減り、地域の診療所存続が問われている中、

塩津・永原両診療所を統合し「にしあざい診療所」として機能を集約するという方法を

長浜市と協力し進めさせていただきました。今後も、この形が全国の地域診療所の良い

例していきたいと考えております。



(3)地域医療推進事業について実施計画を提示してください。

,将来的な医師確保のため、若手医師の育成環境を整備する事業
地域医療においては、様々な地域ニーズに応え、あらゆる問題に適切に対応できる総

合医の役割が重要です。当協会では地域の様々な医療資源を活用して地域医療を担う総

合医の育成に取り組んでいます。当施設においても地域医療を担う医師育成に重点を置

き、大学医学等の学生や基幹型臨床研修病院と連携し、初期臨床研修医を受入れるなど、

研修医を育成し、将来地域医療を担う医師確保に取組みます。

また、地域医療を共に支える看護学生の受入にも積極的に取り組みます。

・ へき地医療対策として在宅療養支援診療所の取り組みを推進していく事業

今後高齢化が進む中で、在宅での治療を望む患者様が住み慣れた家庭等で安心して医

療が受けられるよう関係事業者と連携 した24時間体制での在宅医療体制を図ります。

在宅での医療には、原則として虚4時間365日 の間、必要なときに患者のケアを行う
ことができる体制が必要であるため、複数の医師等がチーム体制を組み、取り組みます。

昨年行われた拠点化において、医師複数体制が実現されました。今後はさらに訪問看護、

訪問リハビリにも力を入れてまいります。

在宅医療は、医療機関だけでは患者ご本人やご家族を支えることはできません。地域

のケアマネージャーをはじめとする介護事業所の皆様や、多職種の方と顔の見える関係

性を構築し積極的に連携してまいります。



2 組織体制・職員配置等 【審査基準 :条例第 4条第 4号】

(1)従事する職員の確保策 (再就職希望職員の優先採用についての考え方を含む)及び

雇用スケジュールを提示してください。

① 医師については、現在勤務いただいている医師 2名 に継続して勤務いただきま

す。今後、在宅医療の強化等や医師の状況により、増員・支援等が必要になっ

た場合、当協会の医師派遣委員会による支援や、岐阜・滋賀総局のネットワー

クにより、確保に努めます。

② 看護師や、事務職員も現在勤務する職員に引き続き勤務いただきます。様々な

事情により欠員が生じた場合は、当協会内の人事異動のほか、近隣地域や長浜

市を対象に採用します。

(2)管理運営の組織体制を提示してください。

適切な運営管理を中長期的に行うため、当該診療所での体制整備に加え、岐阜・滋賀

総局を中心とした協力・応援体制を構築し、業務の効率化、質の向上に努めます。

西 日

市立恵那病院

恵那市国民健康保険山岡診療所

恵那市介護老人保健施設ひまわり

揖斐郡北西部地域医療センター

揖斐川春日診療所

揖斐川町谷汲中央診療所

シティ・タワー診療所

関市国民健康保険 津保川診療所
地域包括ケアセンターいぶき

米原市地域包括医療福祉センター

西浅井地区診療所

岐阜・滋賀総局

(3)管理運営に係る職員配置及び今後の採用計画

拠点化したことにより、職員配置は充実 しており、当面職員増員計画はありませんが、

訪問看護や訪問リハビリの状況によって、看護師・リハビリの増員を検討いたします。

(4)人材育成の考え方や職員の研修計画等を提示してください。

職員一人一人が自立し、本質的な問題を見極め解決する力を持ち、それぞれの業務に

活き活きと取り組める組織風土を醸成することができるよう取り組みます。

研修の種類は次のとおりとする。

(1)0」T(日 常業務を通じて行う教育)

(2)教育研修 (全体、階層別、職種別)

(3)施設外研修 (学会、研修会 )

(4)本部研修 (新人研修、専門研修等 )

(5)そ の他必要と認めた教育研修



3 かかりやすさ・利便性等 【審査基準 :条例第 4条第 1号、第 2号及び第 5号】

(1)地域住民が受診 しやすくなるための具体的な取組 (施設の特色を活かした自主事業

の展開を含む。)及び達成目標を提示してください。

① 総合医を配置し、外来診療、在宅医療、訪問看護、訪問リハビリの提供に努め

ます。

② 拠点化により、医師複数体制が実現できたことで、年後や夕方の診療も拡大し、

より多くの患者さんが受診できるよう体制を整えます。

③ 住民の皆様が集まる地域懇談会等に積極的に参加し、地域の皆様の声や要望を

伺います。実際に受診される方に対しては、診療所内に意見箱を設置し、要望・

苦情を集め、いただいた意見に対して速やかに検討、対応をいたします。

④ 協会内近隣施設との意見交換会や、学会参加などを行うことで、他の良い取組

み等を吸収し、診療所運営に活かしてまいります。

③ 地域住民の健康意識向上を目的として、必要に応じ健康教室等への参画や地域

の祭り等に積極的に参加します。

【達成目標】

年度 年間のべ患者数 積算根拠

令和 2年度 13,598人 地域人口は、減少傾向ではあるが在宅医療の

充実を図り以下の目標設定とする。

平成毬0年度   ¬日当たり65人

平成 31年度以降 1日 当たり80人

にしあざい診療所 :延べ 13,000人

塩津出張診療所  :延べ 1,800人

令和 3年度 13,870人

令和 4年度 14,147人

令和 5年度 14,289人

令和 6年度 14,360人

令和 7年度 14,432人

令和 8年度 14,504人

令和 9年度 14,722人

令和 10年度 14,943人

令和 11年度 15,167人

※平成 30年度年間のべ患者数 :14,140人 (塩津…5,863人、永原…8,277人 )

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版)を作成してください。



(2)地域・関係機関・ボランティア等との連携についての考え方や方策を提示してくだ

さい。

地域医療を実践するうえで、地域住民や行政機関、関係事業所等との結びつきは必要

不可欠なものと考えており、地域からの要請に基づいて健康教室や高齢者サロンヘ医

師、看護師等のスタッフを講師として派遣 し、地域の方々の健康増進や介護予防に努め

ます。

また、関係機関・事業所とは定期的に関係者会議を開催するなど、顔が見える関係で

日常的に連絡を取り合える関係を構築することで、他職種連携によって在宅患者や要介

護者の生活を支えます。

このような取り組みを進める中で、地域のボランティア団体との協力体制を整えるこ

とも重要であり、良好な関係を築き、協力して、より充実 した活動を展開します。

(3)施設や医療に関する情報提供など、広報活動についての取組を提示してください。

ホームページを開設し、診察時間や担当医、医療関係などの情報を発信 します。

また、比較的 ITにはなじみが薄い高齢者の方々への情報提供手段として、「診療所だ

より」を発行し、身近な医療情報や健康管理等の情報についてわかりやすくタイムリー

に発信します。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版 )を作成してください。

4 医療の質の向上等 【審査基準 :条例第 4条第可号、第 2号及び第 5号】

(1)利用患者等からの意見の把握方法を提示してください。

院内に意見箱を設置し、気楽に投函してもらえるよう配慮すると共に、電話やメール

等での意見についても「聞かせていただく」という姿勢で対応 し、責任ある回答をする

ことで利用患者様等との良好な関係が築けるよう努めます。

(2)利用患者等からの苦情等に対する対応について提示してください。

意見箱に投函された苦情については、その対処方法や今後の取り組みについて具体的

に回答し、その内容を院内掲示することで不特定多数の方に周知します。

また、重要な苦情があつた場合は、院内で苦情 'ト ラブル委員会を開催し、原因の究

明と対策を明確にし、当事者に回答すると共に再発防止に努めます。経営に影響する内

容や、設備投資を伴う内容などについては、市と協議をさせていただきたいと考えます

利用者との トラブル、苦情等への対応のために専従担当者を配置することは困難です

ので協会本部の地域医療安全推進センターとの連携で トラブル、苦情等への対応を行い

ます。苦情・トラブル防止にあたって、地域医療安全推進センターの講師を招き、年 1

回の研修を企画します。



(3)その他医療の質を維持・向上するための取組について提示してください。

日常的に、各種媒体を通 じて最新の医療情報を収集するよう努めます。

また、協会本部からは随時必要な情報が送られて来るほか、疑義等についても照会・

解決できる体制になっていますので、医療の質の維持・向上には非常に有利な環境が確

保されています。

さらに、協会では、職種別研修会や学会等も開催していますので、スタッフのスキル

アップや情報交換には有益な状況にあります。協会内に限らず、各種の研修会・学会に

は積極的に参加し資質の向上に努めます。

このような学習の場に参加するには代替スタッフが必要になりますが、近隣の協会運

営施設との応援体制によリグループで地域医療を支えられるよう工夫します。

欄が不足する場合は、同様の書式で男1紙 (A4版)を作成 してください。

5 施設の管理運営等 【審査基窄 :条例第 4条第 3号及び第 4号】
(1)施設の管理運営における経費節減のための取組について提示してください。

① 医薬品、診療材料、検査委託料及び賠償保険等について、当協会の他施設と共

同購入を実施し、スケールメリットを活かした中での購入単価の節減に努めま

す。

② 地域ニーズに合わせて、人員調整・勤務時間の変更などを柔軟に行います。

③ 経済的メリット、運営効率が見込める業務については、施設全体で行い、経費

削減に努めます。

④ 当協会として様々な施設の運営を行つてきている経験を活かし、業務の効果的、

効率的な改善に努めます。

(2)維持管理業務 (清掃・保守点検・警備等)の内容、方法、頻度等について提示して

ください。

① 公の施設である診療所が、長期に亘って診療に使用できるよう細心の注意を払

つて管理してまいります。

② 施設の維持管理に必要な費用に関しては、「リスク分担」に従います。

③ 清掃・保守点検・警備等については、専門業者との契約をもとに管理を行いま

す。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版)を作成 してください。



6 その他 【審査基準 :条例第 4条第 4号】
(1)利用患者の個人情報を保護するための取組を提示してください。

① 運営上の診療情報の保護対策として、就業規則で明文化、コンプライアンスマ
ニュアルによる徹底連守、職員採用時の誓約書の提出義務化などを行つていま

す。

② 情報公開は上記のマニュアルに規定された方法にて行います。
③ 患者の診療情報の漏洩防止については、電子カルテシステム上においては本部
の情報システム部の監修のもと、セキュリティ対策を万全なものとします。

(2)施設の管理運営における環境に配慮 した取組を提示 してください。

長浜市環境基本計画に沿い、環境負荷の低減対策に積極的に取り組むと共に次のよう

な方法により、環境への負荷の低減に努めます。

・両面印刷や裏面利用を心がけるほか、資料の作成部数を可能な限り少なくし、用

紙の節約に努めます。

・環境に配慮 した製品を積極的に採用 します。

・クールビズ、ウォームビズの実施や電気器具のこまめな電源オフなど省資源、省

エネルギーに心掛けます。

・ゴミの分別の徹底、ゴミの減量化を図ります。

・自動車の冷暖房の自粛、アイ ドリングストップ、省エネ運転に努めると共に、近

距離の移動や訪間には可能な限り自動車使用を控えます。

・県・長浜市が行う環境保全に関する取り組みに参加・協力します。

(3)医療安全管理、医療事故や院内感染発生時の対応及び対策について提示してくださ

い 。

① 医療事故や院内感染が発生した場合は、直ちに状況の把握を行い責任者および
関係者へ報告を実施します。 同時に、事故および感染が拡大しないように対
応対策を急ぎます。

② 医療安全管理においては、インシデントやアクシデントが発生した際のプロセ
スの把握が重要です。協会では、本部の医療安全推進センターにインシデント・

アクシデントのレポーティングシステムにより当該センターに情報が集約さ

れ、委員会を通じて再発防止策が検討され、各施設にフィードバックされ未然

防止を図つています。

③ 院内感染防止対策は「施設内感染対策指針」を定め、職員に徹底します。



(4)防災、防犯その他緊急時 (災害・事故等)の対応及び危機管理体制について提示し

てください。

気象条件、その他諸事情を的確に把握したうえで、定期的に施設を巡回すると共に

内部の連絡を密にし、被害の未然防止に努めます。火災等の未然防止のため施設が作

成する消防計画に基づき避難訓練・消火活動訓練を実施します。

① 防災対策は、病院において使用している災害時マニュアルをベースとして、
診療所においても防災対策を行います。

② 事故・事件発生時には、状況把握を行い、緊急連絡網におる速やかなる幹部
への連絡、市への連絡を行います。必要に応じ、保健所、警察等へも連絡し

ます。

③ 関連各部門と連携し、事後処理対応を的確かつ速やかに実施して参ります。
また、緊急連絡網及びマニュアルを整備し、常に緊急時の対応に備えます。

(5)同様・類似の業務の実績等があれば、記入してください。

感染対策委員会、事故防止委員会等を設置しています。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版 )を作成してください。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版 )を作成 してください。

審査基準にて示す条例は、「長浜市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」のことです。

7 自由提案 【審査基準 :条例第 4条第 2号及び第 5号】
その他施設の管理運営業務を効果的・効率的に推進 していくために提案 したいこと、貴

団体の独目性やアビールしたいことがあれば、記入してください。

① 長浜市からの受託事業 (園医、校医、予防接種等)は、積極的に協力いたしま

す。

② 周辺の介護事業所等とは、常に相互に連絡を取り、より患者ニーズに沿つた

質の高い医療提供を行います。

③ 地域ニーズに合つた医療を提供するため、医師会に加入し、会員としての活

動を行います。

④ 国民健康保険施設として、地域包括ケアを実践いたします



様式第 3号

収支計画書 (総括表)【審査基準 :条例第4条第3号及び第4号】
1 収入

2 支出

※審査基準にて示す条例は、「長浜市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」のことです。

(単位 :千円)

1

令和 6年度

113,441

11,933

1,119

8,389

50

134,832

令和 5年度

112,876

11,815

1,108

7,989

50

133,738

令和 4年度

110,663

11,698

1,097

7,609

50

131,017

令和 3年度

108,493

111582

1,086

7,247

50

128,358

令和 2年度

107,419

11.467

1,075

6,902

50

126,813

科 目

診療報酬

保健予防活動費

その他医業収益

介護事業収益

保険等査定減

事業収益合計

令和 6年度

9,073

113,190

4,607

13,540

50

17,580

▲23,208

26,694

1,401

2,085

令和 5年度

8,809

111,547

4,517

13,274

50

17,353

▲21,812

26,694

1,401

3,481

令和 4年度

8,552

109,931

4,428

13,014

50

17,130

▲22,088

26,694

1,401

3,205

令和 3年度

8,303

104,380

4,341

12,759

50

16,912

▲ 18,388

26,694

1,401

6,906

令和 2年度

8,221

102,854

4,256

12,509

50

16,698

▲ 17,775

26,694

1,401

7,518

科 目

材料費

給与費

委託費

設備関係費

研究研修費

経費 (本部費含む)

事業収支

事業外収益合計

事業外費用合計

経常利益



様式第 3号

収支計画書 (総括表)【審査基準 :条例第4条第3号及び第4号】
1 収入

2 支出

※審査基準にて示す条例は、「長浜市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」のことです。

(単位 :千円)

2

令和 11年度

125,547

12,541

1,176

13,633

50

152,847

令和 10年度

124551

12417

1,164

12,394

50

150,476

令和 9年度

123,318

12,294

1,153

11,267

50

147,982

令和 8年度

117,445

12,173

1,141

10,151

50

140,860

令和 7年度

115,710

12,052

1,130

9,228

50

138,070

科 目

診療報酬

保健予防活動費

その他医業収益

介護事業収益

保険等査定減

事業収益合計

令和 11年度

10,518

127,989

5,087

14,949

50

18,785

▲24,531

26,694

1,401

762

令和 10年度

10,212

126,670

4,987

14,656

50

18,535

▲24,634

26,694

1,401

659

令和 9年度

9,914

125,374

4,889

14,369

50

18,289

▲24,903

26,694

1,401

390

令和 8年度

9,626

116,103

4,793

14087

50

18,048

▲21,847

26,694

1,401

3,446

令和 7年度

9,345

114,856

4,699

13811

50

17,812

▲22,503

26,694

1,401

2,790

科 目

材料費

給与費

委託費

設備関係費

研究研修費

経費 (本部費含む)

事業収支

事業外収益合計

事業外費用合計

経常利益



様式第 3号の 2

収支計画書 (年度別内訳表)

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 107,419

診療日数 244

患者数 13.598

患者単価 7,900

2  保健予防活動費 11,467 予防注射 8,200 健康診断 250 健診 3,017

3  その他の医業収益 1,075 主治医意見書 650 事務手数料 300他
4  介護事業収益 6,902 訪間看護 1,940 訪問リハビリ2,058 居宅 2,904

5  保険等査定減 50

事業収益合計 126,813

年 度 令和 2年度 (令和 2 年 4月 1日 ～令和 3 年 3月 31日 )
収入 (単位 :千円)

r)
支出

科 目

ど0 研究研修費

1

金額 積算根拠等

6  材料費 8,221 薬品、医療材料費 (院外調剤)

7  給与費 102,854

医  師 38,871 常勤 2名

看護師 31,447 常勤 5名 非常勤 1名

事 務 14,183 常勤 2名 非常勤 1名

理学療法士 4,080 常勤 1名

法定福利費 11,589

退職年金 2,684

8  委託費 4,256 検査 1,920 警備保障 332 医事 804他

9  設備関係費 12,509 機器保守、電子カルテ更新、金自動滅菌器他

50 医師学会 職員研修費

11 経費 (本部費含む) 16,698 光熱費、旅費、消耗品等

事業収支 ▲ 17,775

事業外収益合計

(指定管理料等 )
26,694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 7,518

注 各事業年度ごとに記入してくださいも



年 度 令和 3年度 (令和 3 年 4月 1日～令和 4 年 3月 31日 )

様式第 3号の 2

1 収入

2 支出

収支計画書 (年度別内

医師学会 職員研修費

(単位 :千円)

積算根拠等

2

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 108,493

診療日数 244

患者数 13,870

患者単価 7,822

2  保健予防活動費 11,582 予防注射 7,315 健康診断 250 健診 1,200他

8  その他の医業収益 1,086 主治医意見書 650 事務手数料 300他
4  介護事業収益 7,247 訪間看護 2,048 訪間リハビリ2,295 居宅 2,904

5  保険等査定減 50

事業収益合計 128,358

科 目 金額

6  材料費 8,303 薬品、医療材料費

7  給与費 104,380

医 師 39,260 常勤 2名

看護師 32,076 常勤 5名 非常勤 1名

事 務 14,466 常勤 2名 非常勤 1名

理学療法士 4,162 常勤 1名

法定福利費 11,705

退職年金 2,711

8  委託費 4,341 検査 2,005 警備保障 332 医事 804他

9  設備関係費 12,759 機器保守、電子カルテ、金自動血圧計更新

10 研究研修費 50

11 経費 (本部費含む) 16,912 光熱費、旅費、消耗品等

事業収支 ▲ 18,387

事業外収益合計

(指定管理料等 )
26,694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 6 905

注 各事業年度ごとに記入 してください。



様式第 3号の 2

収支計画書 (年度別内訳表)

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 110,663

診療日数 244

患者数 14,147

患者単価 7,822

2  保健予防活動費 11,698 予防注射 7,316 健康診断 250 健診 1,200他

3  その他の医業収益 1,097 主治医意見書 660 事務手数料 300他

4  介護事業収益 7,609 訪間看護 2,048 訪間リハビリ2,657 居宅 2,904

5  保険等査定減 50

131,017

年 度 令和 4年度 (令和  4年 4月 1日 ～令和 5年 3月 31日
1 収入 (単位 :千

円 )

1 事業費用合計
2 支出

) 設備関係費

3

科 目 金額 積算根拠等

6  材料費 8,552 薬品、医療材料費

7  給与費 109,931

医  師 43,652 常勤 2.5名

看護師 32,717 常勤 5名 非常勤 1名

事 務 14,756 常勤 2名 非常勤 1名

理学療法士 4,245 常勤 1名

法定福利費 11,822

退職年金 2,738

8  委託費 4,428 検査 2,015 警備保障 332 医事 804他

13,014 機器保守、電子カルテ更新、自動血圧計、輸液ポンプ他

10 研究研修費 50 医師学会 職員研修費

11 経費 (本部費含む) 17,130 光熱費、旅費、消耗品等

事業収支 ▲22,088

事業外収益合計

(指定管理料等 )
26,694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 3,205

注 度ごとに記入してください。



様式第 3号の 2

収支計画書 (年度別内訳表)

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 112,876

診療日数 244

患者数 14,289

患者単価 7,900

2  保健予防活動費 11,815 予防注射 7,258 健康診断 250 健診 1,200

3  その他の医業収益 1 108 主治医意見書 665 事務手数料 300他

4  介護事業収益 7,989 訪間看護 2,048 訪問リハビリ3,037 居宅 2,904

5  保険等査定減 50

事業費用合計 133,738

年 度 令和 5年度 (令和 5年 4月 1日 ～令和 6年 3月 31日 )
1 収入 (単位 :千円)

2 支出

検査 2,015 警備保障 332 医事 804他

機器保守、超音波診断装置、自動尿分析器更新他

4

科 目 金額 積算根拠等

6  材料費 8,809 薬品、医療材料費

7  給与費 111,547

医 師 44,089 常勤 2.5名

看護師 33,372 常勤 5名 非常勤 1名

事  務 15,051 常勤 2名 非常勤 1名

理学療法士 4 330 常勤 1名

法定福利費 11,940

退職年金 2,766

8  委託費 4,517

9  設備関係費 13,274

10 研究研修費 50 医師学会 職員研修費
17,353 光熱費、旅費、消耗品等11 経費 (本部費含む)

事業収支 ▲21,812

事業外収益合計

(指定管理料等)
26,694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 3,481

注 業年 ごとに記入 してください。



様式第 3号の 2

収支計画書 (年度別内訳表)

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 113,441

診療日数 244

患者数 14,360

患者単価 7,900

2  保健予防活動費 11,983 予防注射 7,200 健康診断 250 健診 1,200他

3  その他の医業収益 1,119 主治医意見書 665 事務手数料 300他
4  介護事業収益 8,389 訪間看護 2,048 訪間リハビリ4,781 居宅 2,904

50

134,832

年 度 令和 6年度 (令和 6年 4月 1日 ～令和 7年 3月 31日 )
1 収入 (単位 :千

円 )

5  保険等査定減

事業費用合計

2 支出

8  委託費
J 設備関係費

5

科 目 金額 積算根拠等

6  材料費 9,073 薬品、医療材料費

7  給与費 113,190

医  師 44,530 常勤 2.5名

看護師 34,039 常勤 5名 非常勤 1名

事 務 15 352 常勤 2名 非常勤 1名

理学療法士 4,416 常勤 1名

法定福利費 12,060

退職年金 2,798

4,607 検査 2,015 警備保障 332 医事 804他

13,540 機器保守、電子内視鏡システム、ホルダー心電図更新他

10 研究研修費 50 医師学会 職員研修費
11 経費 (本部費含む) 17,580 光熱費、旅費、消耗品等

事業収支 ▲23,208

事業外収益合計

(指定管理料等)
26,694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 2,085

注 各事業年度ごとに記入してください。



様式第 3号の 2

支計画書 (年度別内訳表)

年 度 令和 7年度  (令和 7年 4月 1日 ～8年 3月 31日 )

1 収入 (単位 :千円)

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 115,710

診療日数 244

患者数 14,432

患者単価 8,018

2  保健予防活動費 12,052 予防注射 7,260 健康診断 250 健診 1,200他

3  その他の医業収益 1,130 主治医意見書 670 事務手数料 305他

4  介護事業収益 9,228 訪間看護 2,500 訪間リハビリ 3,824 居宅 2,904,000

5  保険等査定減 50

事業費用合計 138,070

2 支出

機器保守、心電図記録装置、内視鏡洗浄装置更新他

医師学会 職員研修費

6

科 目 金額 積算根拠等

6  材料費 9,345 薬品、医療材料費

7  給与費 114,856

医  師 44,970 常勤 2.5名

看護師 34,720 常勤 5名 非常勤 1名
事 務 15,659 常勤 2名 非常勤 1名
理学療法士 4,505 常勤 1名

法定福利費 12 180

退職年金 2,821

8  委託費 4,699 検査 2,015 警備保障 332 医事 815他

9  設備関係費
10 研究研修費

13,811

50

11 経費 (本部費含む) 17,812 光熱費、旅費、消耗品等

事業収支 ▲22,504

事業外収益合計

(指定管理料等 )
26,694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 2,790

注 各事業年度ごとに記入 してください。



様式第 3号の 2

支計画書 (年度別内訳表)

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 l17,445

診療日数 244

患者数 14,504

患者単価 8,097

2  保健予防活動費 12,173 予防注射 7,280 健康診断 260 健診 1,200他

3  その他の医業収益 1,141 主治医意見書 680 事務手数料 310他

4  介護事業収益 10,151 訪問看護 2,300 訪問リハビリ4,747 居宅 3,104

5  保険等査定減 50

140,860

年 度 令和 8年度  (令和 8年 4月 1日 ～9年 3月 31日 )
1 収入 (単位 :千円)

, 事業費用合計
2 支出

設備関係費

10 研究研修費

7

科 目 金額 積算根拠等

6  材料費 9,626 薬品、医療材料費

7  給与費 116,103

医  師 44,970 常勤 2.5名

看護師 35,414 常勤 5名 非常勤 11名

事 務 15,972 常勤 2名 非常勤 1名
理学療法士 4,595 常勤 1名

法定福利費 12,302

退職年金 2 849

8  委託費 4,793 検査 2,020 警備保障 332 医事 815他

14,087 機器保守、X線診断装置更新他

50 医師学会 職員研修費
11 経費 (本部費含む) 18,048 光熱費、旅費、消耗品等

事業収支 ▲21,847

事業外収益合計

(指定管理料等 )
26 694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 3,446

注 各事業年度ごとに記入してください。



様式第 3号の 2

支計画書 (年度別内訳表)

年 度 令和 9年度  (令和 9年 4月 1日 ～10年 3月 31日 )

1 収入 (単位 :千

円 )

2 支出

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 123,318

診療日数 244

患者数 14,722

患者単価 8 377

2  保健予防活動費 12,294 予防注射 7,200 健康診断 250 健診 1,200

3  その他の医業収益 1,153 主治医意見書 680 事務手数料 310他

4  介護事業収益 11,267 訪問看護 2,916 訪間リハビリ5,247 居宅 3,104

5  保険等査定減 50

事業費用合計 147,982

科 目 金額 積算根拠等

薬品、医療材料費6  材料費 9,914

7  給与費 125,374

医  師 52,970 常勤 3.0名

看護師 36,123 常勤 5名 非常勤 1名

謂要刀  Z名  フト吊目刻  上名争  務 16,Zυ Z

理学療法士 4,687 常勤 1名

法定福利費 12,425

2,878退職年金

8  委託費 4,889

9  設備関係費 14,369

検査 2,300 警備保障 332 医事 820他

機器保守、マイクロ波治療器、牽引装置他

10 研究研修費 50 医師学会 職員研修費
18,289 光熱費、旅費、消耗品等11 経費 (本部費含む)

事業収支 ▲24,903

事業外収益合計

(指定管理料等 )
26,694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 390

8

注 各事業年度ご に記入 して ください。



様式第 3号の 2

支計画書 (年度別内訳表)

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 124,551

診療日数 244

患者数 14,943

患者単価 8,335

2  保健予防活動費 12,417 予防注射 7,200 健康診断 250 健診 1,200

3  その他の医業収益 1,164 主治医意見書 680 事務手数料 310他

4  介護事業収益 12,394 訪問看護 3,043 訪問リハビリ6,247 居宅 3,104

50

150,476

年 度 令和 10年度  (令和 10年 4月 1日 ～11年 3月 31日 )

1 収入 (単位 :千

円 )

,  保険等査定減
事業費用合計

2 支出

委託費

9  設備関係費

9

科 目 金額 積算根拠等

6  材料費 10,212 薬品、医療材料費

7  給与費 126,670

医  師 52,970 常勤 3.0名

看護師 36,845 常勤 5名 非常勤 1名
事 務 16,617 常勤 2名 非常勤 1名
理学療法士 4,780 常勤 1名

法定福利費 12.549

退職年金 2 907

4,987 検査 2,420 警備保障 332 医事 820他

14,656 機器保守、ス トレッチャー、電動診察台他

10 研究研修費 50 医師学会 職員研修費
11 経費 (本部費含む) 18 535 光熱費、旅費、消耗品等

事業収支 ▲24,634

事業外収益合計

(指定管理料等)
26,694

事業外費用合計 1,401 代診費用

経常利益 659

注 各事業年度ギとに記入してください。



様式第 3号の 2

支計画書 (年度別内訳表)

年 度 令和 ■年度  (令和 ■年 4月 1日 ～12年 3月 31日 )

1 収入 (単位 :千

円 )

科 目 金額 積算根拠等

1  外来診療収益 125,547

診療日数 245

患者数 15,167

患者単価 8 278

2  保健予防活動費 12,541 予防注射 7,200 健康診断 250 健診 1,200

3  その他の医業収益 1 176 主治医意見書 680 事務手数料 310他

4  介護事業収益 13;633 訪問看護 2,048 訪問リハビリ4,781 居宅 2,904

5  保険等査定減 50

事業費用合計 152,847

2 支出

検査 2,560 警備保障 332 医事 830他

機器保守、薬品冷蔵庫他

科 目 金額 積算根拠等

6  材料費 10,518 薬品、医療材料費

7  給与費 127,989

医  師 52,970 常勤 3.0名

看護師 37,582

事 務 16,950

常勤 5名 非常勤 1名

常勤 2名 非常勤 1名
理学療法士 4,876 常勤 2名

法定福利費 12,c75

退職年金 2,986

8  委託費 5,087

14,9499  設備関係費
10 研究研修費 50 医師学会 職員研修費

光熱費、旅費、消耗品等11 経費 (本部費含む) 18,785

事業収支 ▲24,531

事業外収益合計

(指定管理料等)
26,694

1,401 代診費用事業外費用合計

経常利益 762

注 ごとに記入 してください。
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